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1． はじめに 

 

北海道新幹線は青森市と札幌市を結ぶ計画であ

る．このうち新青森～新函館間については 2005 年

に着工，2015 年度に完成の予定であり，所要時間

の短縮に伴う本州から道南地域への観光客の増加

等が期待される．  
北海道新幹線開業に伴う需要予測に関しては，佐

藤 1)，北海道経済連合会ら 2)によるものなどが既往

研究成果として蓄積されている．しかし，前者は航

空から鉄道への転換による鉄道流動量を推計して

いるが，誘発需要による総流動量の増加については

考慮されていない．また，後者は誘発需要を考慮し

ているが，運賃やサービスの運行頻度を考慮してい

ないため，推計モデルの説明力に疑問が残る．こう

した背景から，筆者らは，運行頻度を考慮した所要

時間と運賃を変数とする機関選択モデルを構築し，

誘発需要も考慮した新幹線開業効果の推計を行な

っている 3)．しかしながら，機関選択モデルおよび

誘発需要推計モデルそれぞれについてパラメータ

推計を行なっており，両モデルのパラメータ値に整

合性がないという課題が残されていた．本研究では，

機関選択および交流量推計に関連するパラメータ

の同時推計フレームワークを提案し，それに基づく

北海道新幹線の需要予測を行なうことを目的とす

る．  
 
2．北海道新幹線函館開業時の需要推計手法 

 

(1) 本研究における需要推計手法 

本研究では，新青森までの整備を前提とした上で，

北海道新幹線函館開業による公共交通機関交流量

の変化を推計する．北海道新幹線の開業によって発

生する交流量としては，航空や在来線からの転換交

流量，交通一般化費用の削減による純増交流量（新

規誘発交流量）が考えられる．  
需要予測のフローを図-1 に示す．鉄道と航空の

機関分担を表現する二項ロジットモデルにより，鉄

道と航空のシェアを表現する．一方，交流量モデル

によって，公共交通機関交流量を表現する．ここで

用いる一般化費用は，鉄道と航空による期待最小一

般化費用であり，地域間の移動機会費用を複数の交

通機関について総合的に表現するものである．また，

社会経済環境条件による交流量の伸びの変化を検

討するため，以上の推計に対して経済成長モデルを

適用し，上位・中位・下位の経済成長を考慮した交

流量を推計する．各交流量の推定フローを図-2 に

示す．  
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図-1 需要予測のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図-2 交流量の推計法 
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(2) 機関選択モデル 

 OD ペア od 間を交通機関 m によって移動する場

合の効用関数を式(1)で与える．  

mm
od

m
od

m
od ftV ααα ++= 21    (1) 

{ }ptm ,∈ : 交通機関を示す記号であり，新幹線の場

合 m = t，航空の場合 m = p．  
m
odt : 交通機関 m を利用して OD ペア od 間の移

動を行う場合の所要時間．  
m

odf : 交通機関 m を利用して OD ペア od 間の移

動を行う場合の運賃． 
αm: 交通機関 m に固有な定数．  

21,αα : パラメータ．  

上記の効用関数の誤差項に互いに独立なガンベル

分布を仮定したランダム効用理論では，交通機関 t
および p を利用して OD ペア od 間の移動を行う確

率は，それぞれ式(2)，式(3)で与えられる．  
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(3) 交流量モデル 

地域間の公共交通機関交流量を表現する交流量

モデルでは，OD ペア間の交流量に対して式(4)に示

す重力モデルを適用して表現する．  
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odK : OD ペア od 間の公共交通機関交流量．  

odg : 式 (2)に示したロジットモデルから計算さ

れる OD ペア od 間の期待最小一般化費用

（円）．  
max
odN : OD ペア od 間の人口のうち大きい方の値

（千人）．  
min
odN : OD ペア od 間の人口のうち小さい方の値

（千人）．  

30 ββ ～ : パラメータ．  
 式 (5)の分子は，交通機関選択モデルで推計され

る OD ペア od 間の期待最大効用を示しており，そ

れを運賃に関するパラメータ α2 で除した値が期待

最小一般化費用となっている．  

(4) 経済成長モデル 

社会経済環境条件による交流量の伸びを表現す

る経済成長モデルは，既往研究 2)を参考に，式 (6)
に示すように全国交流量を被説明変数とし，GDP
水準を説明変数とした指数関数モデルで表現する． 

( ) )(tGDPbatK ⋅=   (6) 
( )tK : 年次 t の年間公共交通交流量．  

( )tGDP : 年次 t の国内総生産． 
a, b: パラメータ．  
 
3．モデルパラメータの推定 

 

(1) 推計法 

 式(2)および式(4)に示した推計モデルでは，変数

変換を施すことにより，重回帰分析を適用して関係

パラメータを推計することは可能である 3)．しかし

ながら，二段階に渡り重回帰分析を適用したとして

も，各段階で推計されるパラメータ値は最良推定量

となるが，交流量と交通機関選択の一連の交通行動

を考えた場合，整合的な推定量とはなっていない可

能性がある．したがって，交流量推計と機関選択確

率推計を表現した問題の中でパラメータの同時推

計を行なうことが重要となる．以上より，OD ペア

od 間の交流量および新幹線利用者数それぞれの観

測値および推計値を t
odod KK ~,~
および t

odod KK ˆ,ˆ として，

式(2)および式(4)のパラメータ値の同時推計問題を

式(7)-式(11)に示す最適化問題として定式化する．  
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Ω (|Ω|): OD ペアの集合（OD ペア数）．  
ここで，式(7)で表される目的関数の右辺第 1 項お

よび第 2 項の分母にある項は，それぞれ全 OD ペア

の交流量および新幹線交流量の平均値であり，交流

量および新幹線交流量に関するばらつきの違いを

補正するために導入している．  
 一方，経済成長モデルに関しては，式 (6)の両辺

に対数変換を施し、重回帰分析を適用して関係パラ

メータの推計を行なうことにする． 



(2) 対象地域およびパラメータ推定用データ 

鉄道シェアモデルおよび交流量モデルのパラメ

ータ推定において，地域区分は道内を 4 地域区分

（道北，道東，道央，道南），道外は都府県単位と

した．パラメータ推定の対象区間は，道内 4 地域－

都府県間，各既設新幹線（東北，上越，東海道・山

陽）の沿線都府県間とし，機関選択モデルおよび交

流量モデルについては鉄道シェアが 0 または 1 以外

となる区間のデータをパラメータ推定に用いた．各

モデルのパラメータ推定に用いたデータは表-1 に

示す通りである．  
 
(3) パラメータ推定結果 

パラメータ推定結果を表-2 に示す．機関選択モ

デルにおいては，鉄道選択確率の実績値と推計値の

相関が 0.897 となった．交流量推計モデルにおいて

は，交流量の実績値と推計値の相関は 0.924 となっ

た．さらに，機関選択モデルのパラメータ  (α1, α2)
より，時間価値は式(12)のように求められ，この結

果からも，概ね良好な推計が行なわれたものと推察

される．  
][0.71/ 21 円／分== ααVOT   (12) 

一方，経済成長モデルに関しては，決定係数，各パ

ラメータの t 値ともに高く，符号条件も問題なく，

統計的に有意なモデルとして推定された．  
 

4．北海道新幹線函館開業時の将来需要予測 

 

(1) 将来需要予測条件の設定 

本研究では，北海道新幹線函館開業の予定年次で

ある 2015 年を推計対象年次とし，道内 4 地域と道

外都府県間の将来需要を予測する．  
将来の鉄道所要時間は，既存資料を参考に新幹線

の距離及び車両性能を設定し，北海道新幹線の有無

別に算定する．図-3 に示すように，北海道新幹線

関連区間（新青森～新函館間）については表定速度

262km，距離 149km，東北新幹線延伸区間（八戸～

新青森間）については表定速度 220km，距離 82km
と設定した．これにより，北海道本州間の新完成を

利用するトリップでは，青森～八戸間の開通（以下，

新幹線なしと表記する）により，41 分の短縮とな

るが，北海道新幹線の開通（以下，新幹線ありと表

記する）によりさらに 70～73 分短縮されることに

なる．運賃については現在運行している新幹線の特

急料金より設定した．また，将来人口については，

国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別

将来推計人口（平成 15 年 12 月推計）」より，2015
年将来人口中位推計値を使用している．  

表-1 パラメータ推計用データ 

データ データ出典・内容 

交通機関

別交流量

国土交通省「全国幹線旅客流動調査」（2000 年）

：都道府県間旅客流動量（鉄道・航空） 

（運輸経済研究センター「全国旅客地域流動調

査」の伸びを考慮し 2003 年を推計） 

所要時間

・費用 

ヤフー㈱「Yahoo!路線情報の経路検索サービ

ス」 

：相互県庁所在地間時間距離および費用 

（鉄道（新幹線利用），航空） 

人口 総務省「住民基本台帳人口」：都道府県現況人

口（2003 年） 

全国公共

交通機関

交流量 

運輸経済研究センター「全国旅客地域流動調

査」 

（1975 年～2002 年） 

ＧＤＰ 内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算年

報」 

（1975 年～2002 年） 

 

表-2 モデルパラメータ推定結果 

・機関選択・交流量推計モデル：N=81 
パラメータ名 パラメータ値 

α0：定数項 2.00×10-1 

α1：所要時間差 -1.76×10-2 

α2：運賃差 -2.48×10-4 

β0：定数項  7.00×10-1 

β1：一般化費用 -1.79 

β2：人口（大） 2.00 

β3：人口（小） 1.20 

・経済成長モデル  ： 2R =0.92 N=28 
パラメータ名 パラメータ値 t 値 

a ：定数項  13,454,175 689.6 

b ：ＧＤＰ 1.00000099 17.69 

 

 

※1 

※2

 
※1：北海道新幹線建設促進道南地方期成会資料による． 

※2：国土交通省「新幹線を含めた広域交通ネットワーク形成

等による都市連携モデル調査」による．  
図-3 新幹線の距離および車両性能の設定 

 

(2) 経済成長による将来需要予測ケースの設定 

開業年（2015 年）における将来交流量の推計に

おいては，経済成長モデルに複数の経済成長ケース

を設定し，社会経済環境条件による交流量の伸びの
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相違を検討する．  
表-3 に，各経済成長ケースに対する経済成長率

の設定，および経済成長モデルによって算定した将

来公共交通交流量の伸び率を示す．下位ケース（経

済成長なし）を基準として，各経済成長ケースにお

ける全国公共交通需要の増加量より算定された将

来公共交通需要量の伸び率を適用して，経済成長ケ

ース別の将来需要量を推定する． 
 

(3) 将来需要予測結果 
北海道新幹線の整備の有無別，および経済成長ケ

ース別に，2015 年の将来交流量（鉄道＋空港），鉄

道交流量，空港交流量，誘発交流量，鉄道転換交流

量を推計した．詳細を以下に示す．  
a) 道内－道外間の将来交流量 

検討ケース別の将来交流量の比較結果を図-4 に

示す．将来人口の減少を考慮しているため，下位ケ

ースでは将来交流量は 1,800 万人程度まで大幅に減

少する．北海道新幹線開業は，道全体として約 34
～38 万人／年の新規誘発交流量をもたらすと推計

された．これらの新規誘発交流は，主に道南と青森，

岩手を中心とした東北の各県との間に生じている． 
b) 道内－道外間の将来鉄道交流量 

道内－道外間の鉄道交流量は，図-5 に示すよう

に，道全体として約 139～157 万人／年（3.8～4.3
千人／日）と推計された．新規誘発交流量に加え，

約 45～51 万人／年が航空利用から新幹線利用に転

換すると考えられる．転換交流量を方面別に見ると，

道央と東北および関東の都県からの転換量が多く

なっている．  
 
5．おわりに 

 

本研究では，機関選択および交流量の同時推計を

ベースとする新幹線需要予測手法を提案した．機関

選択モデルにおける所要時間と運賃に対するパラ

メータより OD 間の期待最小費用を内生化するこ

とで，交通機関選択と交流量を統合した整合のある

モデル構築が可能となった．また，構築された需要

予測手法に基づいて北海道新幹線函館開業時の交

流量の将来予測を行った．その結果，道南地域と東

北間を中心とした誘発需要の発生，および道央と東

北，関東間を中心とした航空からの転換需要の発生

により，上位の経済成長ケースでは年間約 250 万人

の新幹線需要が見込まれることがわかった． 
最後に，本研究で構築したモデルにより，新幹線

の札幌延伸等，今回取り上げたプロジェクト以外の

効果も推計できるとことを付け加えておく． 

表-3 経済成長別公共交通交流量の伸び率 
ケース１ ケース２ ケース３
（下位） （中位） （上位）

2003-2005 0 0.5 0.5
2006-2010 0 1.8 1.8
2011-2015 0 1.5 2.1

2003 516,384 518,965 518,965
2015 516,384 617,362 635,826
2003 22,436 22,493 22,493
2015 22,436 24,795 25,253

年平均伸び率 0.00% 0.82% 0.97%

GDP
（10億円）
全国公共

交通交流量
（100万人）

経済成長率

 
※3：将来交通量予測のあり方に関する検討委員会「長期交通

量予測の課題と今後のあり方」による．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 道内－道外間の将来交流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 道内－道外間の将来鉄道交流量 
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航空からの転換量：約45～51万人


